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１．はじめに 

 

2003 年春のバス事業の規制緩和以降、中山間部では

不採算路線からの撤退が相次ぎ、代替となる移動サービ

スを始める自治体が増加している。今後、少子高齢化が

さらに進むと、都市部においても急激な高齢化と人口減

少が起こる地区が増加して、公共交通サービスの維持問

題が大きな問題となってくると予想される。 
公共交通の需要は沿線の人口構成に大きく左右される。

沿線の高齢化が進めば、自ら自動車を運転できず、公共

交通サービスに頼る人々が増加することになる。このよ

うな高齢者の外出頻度は一般の通勤者に比べて低いため、

地域のバスサービスを支えるだけの需要密度にならない

ことが多い。バス事業が安定的に成り立つためには、利

用頻度が高い年齢層の需要が確保できることが望ましい。

中高生などの通学需要は量的には安定しているが、通学

定期券の割引率が高いため経営的には効果が小さいとい

う問題もある。 
隣接する路線間の分担や、バス停までの距離によって

利用頻度が異なる可能性を踏まえれば、公共交通の需要

予測のためには 100m といったかなり細かな空間単位で

将来の人口構成を把握する必要がある。近年整備されて

いるメッシュ別あるいは町丁目別の国勢調査電子データ

を用いれば、コーホート生残率法により年齢構成の変化

と自然増減は予測することが可能である。しかし、年齢

別のコーホート変化率は小地域になればなるほど不安定

であり、社会移動を含めた人口構成の予測手法は確立し

ていないと言わざるを得ない。 
本研究では、人口の年齢構成を予測できる最小の単位

を500mメッシュと考え、安定的な予測手法を提案する。

すなわちコーホート毎の変化量を因子分析により集約し、

その因子得点の時間的推移を説明するベクトル自己回帰

モデルを作成することにより、社会増減を予測する。こ

れとコーホート生残率法の計算を統合し、500mメッシ

ュの将来人口構成を得る。ついで、GISの機能を用いて、

この予測人口を建物が存在する100mメッシュに配分す

ることにより、公共交通サービスの駅勢圏、バス停圏の

需要分析の基礎データを作成する。具体的には、広島市

における鉄道、同市安佐南区におけるバスの需要圏の分

析を行う。 
 
２．公共交通需要圏将来人口の推計方法 

 

（１）500mメッシュの年齢階級別社会移動数の推計 

国勢調査地域メッシュ統計を利用し、500m メッシュ

ごとにコーホート生残率法を適用して封鎖人口を求め、

実際人口との差を取って年齢階級別人口移動数を得る。 
 

（２）因子分析を用いたライフステージの抽出 
メッシュごとの 5 歳階級別人口移動数に対して因子分

析を適用し、因子負荷量から各因子がどのようなライフ

ステージを表しているのかを推測する。 
 

（３）因子得点に関するVARモデルの作成 
各ライフステージの因子得点を、その因子および他の

因子の因子得点により説明するベクトル自己回帰（VA
R）モデルを作成する。このVARモデルには各メッシュ

の自然条件、交通条件、住宅ストックや都市施設にかか

わる変数を加えることも可能であるが、今回は過去の因

子得点のみを用いてモデルを作成する。 
 

（４）500mメッシュの年齢階級別人口予測 
以上の準備の下で、各メッシュの年齢階級別人口を 5

年ごとに予測する。 
まず、期首人口にコーホート生残率法を適用して自然

増減を予測する。年齢階級別の性比は 2000 年の全メッ

シュの平均値を用いて女性人口を求めた上で出生数の予

測を行う。85 歳以上の人口は、1995 年と 2000 年の間の

実績に基づき、期首の 85 歳人口の 25.7%が生き残ると

し、さらに80～84歳からの生残数を加算して求める。 
ついで VAR モデルに過去の因子得点を代入して、当

該期間の因子得点を予測する。これに 2000 年の因子負

荷量を乗じて年齢階層別の社会増減を求める。 
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推定値 ｔ－値 推定値 ｔ－値 推定値 ｔ－値
齢期－1期 0.324 7.28 ** 0.073 1.54 -0.145 -3.88 **
齢期－2期 0.116 2.79 ** 0.027 0.60 0.030 0.85
齢期－3期 0.119 2.97 ** -0.078 -1.84 0.036 1.08
子誕生－1期 -0.192 -3.79 ** -0.050 -0.93 0.019 0.46
子誕生－2期 -0.084 -1.56 0.039 0.68 -0.204 -4.51 **
子誕生－3期 -0.068 -1.23 0.220 3.74 ** 0.036 0.77
齢者－1期 0.011 0.29 -0.078 -1.89 -0.052 -1.60
齢者－2期 -0.036 -0.94 0.246 6.11 ** 0.080 2.53 *
齢者－3期 -0.015 -0.36 0.059 1.34 0.080 2.30 *
年者－1期 -0.070 -1.81 -0.035 -0.84 0.021 0.63
年者－2期 0.049 1.28 -0.079 -1.92 0.041 1.26
年者－3期 0.085 2.29 * -0.022 -0.56 -0.038 -1.22
身者－1期 0.069 1.37 0.094 1.77 0.575 13.64 **
身者－2期 -0.109 -1.95 -0.082 -1.38 0.226 4.79 **
身者－3期 -0.129 -2.70 ** -0.011 -0.22 -0.110 -2.72 **
定係数・DW比 0.36 2.05 0.10 2.07 0.54 1.90

推定値 ｔ－値 推定値 ｔ－値
齢期－1期 0.002 0.06 -0.003 -0.06
齢期－2期 -0.048 -1.32 0.029 0.69
齢期－3期 -0.067 -1.92 -0.129 -3.24 **
子誕生－1期 0.469 10.68 ** 0.089 1.76
子誕生－2期 0.098 2.11 * -0.058 -1.08
子誕生－3期 0.066 1.38 -0.068 -1.23
齢者－1期 -0.010 -0.31 -0.029 -0.74
齢者－2期 0.047 1.45 -0.050 -1.33
齢者－3期 -0.030 -0.83 -0.084 -2.04 *
年者－1期 -0.062 -1.84 0.074 1.91
年者－2期 -0.009 -0.26 0.119 3.11 **
年者－3期 0.004 0.13 0.201 5.43 **
身者－1期 -0.093 -2.15 * 0.175 3.53 **
身者－2期 -0.047 -0.98 -0.155 -2.77 **
身者－3期 -0.047 -1.15 -0.120 -2.51 *

決定係数・DW比 0.47 1.99 0.17 2.06
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 （５）100ｍメッシュへの人口配分と集計 

500ｍメッシュの人口をその中の建物が存在する100ｍ

メッシュに等分に配分する。さらにGIS上で、駅・バス

停と100ｍメッシュを空間的に結合し、アクセス条件に

よりメッシュを分類する。最後に分類ごとに100mメッシ

ュの人口を集計する。 

 

３．500ｍメッシュ人口構成の推計結果 

 

（１）対象地域と使用データ 
 以下では広島市と隣接市町村における 626 の 500m メ

ッシュを対象に分析を行う。1980 年から 2000 年までの

5年おきの国勢調査5歳階級別人口を用いて計算する。 
 
（２）ライフステージの抽出 

1980 年から 2000 年までの 4 期間のメッシュごとの年

齢階層別社会移動数に因子分析を適用した。寄与率が

5％以上の 5 つの因子まで取り上げると累積寄与率は約

75％であった。95～2000 年から計算された因子負荷量

を図 1 に示す。これより 5 つの因子を順に「学齢期の子

供を持つ世帯の移動に関する因子」、「長子の誕生に伴

う世帯の移動に関する因子」、「高齢者の移動に関する

因子」、「壮年者を中心とした世帯の移動に関する因

子」、「単身者の移動に関する因子」と解釈した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 各因子の因子負荷量（1995～2000年） 
 
（３）因子得点に関するVARモデル 

各メッシュの1995～2000年の因子得点をそれ以前の3
期の因子得点を用いて説明するVARモデルの推定結果を

表1に示す。決定係数は最大でも0.575と低いが、ｔ値を

見ると、過去の同じ因子の得点以外にも統計的に有意な

ものがある。よって直前の因子得点をそのまま将来的に

延長するよりは良好な予測ができることになる。たとえ

ば単身者の因子得点と他の因子得点は互いに負の影響を

与えている。これは単身者の流入が不動産価格を上昇さ

せ、規模の大きな世帯が必要とする広い住宅の取得が困

難になること、逆に世帯向けの戸建住宅が多い地域では

集合住宅が建ちにくく、交通利便性の高い単身者向けの

住宅が供給されにくいことを反映していると考えられる。

住宅ストックや交通条件などの変数を含めてVARモデル

の説明力を改善することは今後の課題としたい。 
 

表1 因子得点のVARモデル 
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４．公共交通需要圏将来人口の推計結果 

 

 （１）広島都市圏の鉄道サービス 
 図2より、広島市はデルタ地帯を中心にJRや市電、ア

ストラムラインが通り、駅が多く存在している。しかし、

図2と図3を合わせて見ると、最寄り駅から遠く標高差も

大きいため鉄道を利用しにくい地域が郊外に広がってい

ることがわかる。 
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図2 最寄り駅までの距離 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3 最寄り駅との標高差 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4 駅からの条件別の60歳以上居住人口の推移 
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図5 駅からの条件別の0～19歳居住人口の推移 
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図6 駅からの条件別の20～59歳居住人口の推移 

図4～図6は、駅からの距離と標高差により100mメッ

シュを分類し、その中に居住する年齢階層別人口の推移

を1980年を基準にしてグラフ化したものである。図4よ
りどの地域においても60歳以上の人口は増加しているが、

最寄り駅との標高差が100ｍ以上の地域や距離が1500m
以上の条件が悪い地域での増加率が高く、今後も増加が

継続する。図6においてこのような地域に2000年の段階

で中年層が流入していることから、現在60歳未満の人が

条件の悪いこれらの地域に住み続け、加齢することが原

因となっている。図5より0～19歳人口は全域で減少して

いるが、今後は最寄り駅との標高差が100ｍ以上の地域

や距離が1500m以上の条件が悪い地域での減少率が加速

することがわかる。図6より、20～59歳人口は2000年を

ピークに減少に転じるが、条件の悪い地域での減少率が

大きくなると予想されている。 
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のみが増加し、利用頻度が大きく価格負担力が期待でき

る59歳までの層は今後減少するため、経営はますます困

難になると考えられる。この傾向は最寄り駅との標高差

が100ｍ以上の地域や距離が1500m以上の条件が悪い地

域で特に顕著に起こる。 
 

（２）広島市安佐南区のバスサービス 

広島市安佐南区では東側の人口の多い地域に JR 可部

線とアストラムラインが通っているが、大部分の地域は

カバーされていない。そのため、特に自動車等を使用し

ない高齢者や子供にとってバスは重要な移動手段となっ

ている。 
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図 7 と図 8 は各 100 ｍメッシュから最寄りのバス停ま

での距離と標高差を表している。図 7 より、祇園や古市

周辺に最寄りのバス停までの距離が遠い地域が見られる

が、アストラムラインが利用できるため大きな問題とは

ならない。図 7 と図 8 を合わせてみると、バス停から徒

歩では遠いと感じる距離の地域は標高差も大きく、地理

的に厳しい状況下にあると言える。さらに、そのような

地域は安佐南区の東側に比較的高い割合で存在する。 
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図7 最寄りのバス停までの距離 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8 最寄りのバス停との標高差 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図9 バス停からの条件別の60歳以上居住人口の推移 
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図10 バス停からの条件別の0～19歳居住人口の推移 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図11 バス停からの条件別の20～59歳居住人口の推移 
 

  

図9～図11は、最寄りのバス停駅からの距離と標高差に

より100mメッシュを分類し、その中に居住する年齢階

層別人口の推移を1980年を基準にしてグラフ化したもの

である。先述した図4～6と同様に、60歳以上の人口が全

域で増加する一方で、19歳以下は継続して減少、中年層

は2000年までは増加したものの今後減少に転じると予想

されている。 
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図9より、60歳以上の人口が今後最も急速に増加する

のはバス停から500ｍ以上離れている地域であり、標高

差が50ｍ以上の地域での増加率も高い。バスサービスを

必要とする高齢者は今後増加するが、地形的に厳しい地

域に居住する人が多くなる。図10より19歳以下の人口は

2000年までの期間にバス停から500m以上の地域で増加

したが、今後は他の地域よりも速い速度で減少する。図

11より20-59歳の人口は2000年をピークに減少するが、

これまで増加率が高かったバス停から500ｍ以上の地域

における減少率が最も大きくなる。 
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以上のようにバスサービスについても、今後の高齢化

の進展でバスサービスを必要とする人口は増える一方で、

日常的にバスを利用し運賃を支払う年齢層の人口が減る

ため、バス路線の経営が厳しくなってくると考えられる。

またその傾向は、バス停から遠く、高低差の大きい地域

で顕著である。 
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５．おわりに 

 

本研究では、広島都市圏を対象に国勢調査メッシュデ

ータを最大限活用し、年齢階層毎に公共交通の需要圏の

人口の分析を行った。将来、地理的条件の厳しい地域で

高齢者の人口増加率が高く、公共交通が利用しづらい状

況に陥る。また、労働者人口は駅やバス停から離れた地

域で人口増加が高いため、公共交通の利用者が少なくな

っている可能性があることが確認できた。このため、公

共交通の運営を支える労働者年齢層の利用率を上げる対

策が必要となってくる。 
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